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習志野市区町村の給与・定員管理等について  

 

１  総括  

 

 (1 ) 人件費の状況（普通会計決算）  

区  分  

 

住民基本台帳人口  

（ ６年１月１日）  

歳  出  額  

Ａ  

実質収支  人  件  費  

Ｂ  

人件費率  

Ｂ／Ａ  

(参考 )  

４年度の人件費率  

５年度  

 

             人  

1 7 4 , 9 6 3  

      千円  

6 9 , 8 6 2 , 2 6 8  

    千円  

3 , 4 2 8 , 5 5 9  

    千円  

1 3 , 0 1 7 , 3 8 1  

     ％  

1 8 . 6  

              ％  

2 1 . 6  

 

 ( 2 )  職員給与費の状況（普通会計決算）  

区  分  

 

職員数  

Ａ  

給      与      費    

  

  

 

(参考 )一人当

たり給与費   

Ｂ／Ａ  

( 参 考 ) 類 似 団

体 平 均 一 人 当

たり給 与 費  
給   料  職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当  計  Ｂ  

５年度  

 

    人  

1 , 2 7 1  

    千円  

4 , 6 5 3 , 6 6 3  

    千円  

1 , 5 9 2 , 9 6 9  

    千円  

2 , 0 3 9 , 1 0 9  

    千円  

8 , 2 8 5 , 7 4 1  

千円  

6 ,519 

       千円  

6 , 5 9 1  

（注）１  職員手当には退職手当を含まない。  

２  職員数については、５年４月１日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短  

時間勤務））及び会計年度任用職員を含まない。 

３  給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれている 

が、会計年度任用職員の給与費は含まれていない。 

 

 (3 ) ラスパイレス指数の状況  

 

（注）１  ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の

職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一） 適用職

員の俸給月額を100として計算した指数。 

２  （ ）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数 とは、地

域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支  
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給率を用いて補正したラスパイレス指数。  

（補正前のラスパイレス指数×（ １＋当該団体の地域手当支給率）／（ １＋国の指定基準に基づく地

域手当支給率）により算出。）  

３  類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均 したもの

である。 

※ 令和６年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、  

②３年連続で上昇している場合、③100 を超えている場合について、その理由及び改善の見込み  

本市の年齢構成が国より若く、経験年数の若い職員の昇格時期が早くなっていること、人材確保の観

点から初任給が国より４号給高いこと及び、国と違い採用職種や学歴（高卒・短大卒）により昇格の上

限に差がないこと等が、本市のラスパイレス指数を押し上げていると考えております。  

 

(4 ) 給与制度の総合的見直しの実施状況について  

 

 

 

①給料表の見直し 

［  実施   未実施］  

実施内容（平均引下げ率、実施 （実施予定 ）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未 実施 の場合

には、その理由））  

 

 

 

（給料表の改定実施時期）【施行日】平成２７年４月１日  

（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。施行後、人事院勧告を

受け、平成２９年 4 月 1 日に０．２％引上げの遡及適用を実施した。  

また、激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。  

他の給料表（教育職）については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。  

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手 当の支

給割合の見直し等に取り組むとされている。  
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②地域手当の見直し 

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）  

 

③その他の見直し内容  

 

 

 

 

 (5 )特記事項  

   なし  

 

 

２  職員の平均給与月額 、初任給等の状況  

 

 (1 ) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（６年４月１日現在）  

    ①一般行政職  

  

 

 

 

 

 

区  分  

 

平均年齢      

 

平均給料月額  

 

平均給与月額  

 

平均給与月額  

(国比較ベース ) 

習志野市       41 .2歳       323,691円     447,929円     394,159円  

千葉県       40 .1歳       306,266円     411,429円   359,430円  

国       42 .1歳       323,823円     405,378円       ― 

 類似団体       42 .1歳  321,107円     424,344円     381,974円  

 

なし 

 

（支給割合）国基準１５％に対し、習志野市においては１３％を支給。  

（実施時期）平成２７年４月１日より実施。遡及改定以後、令和６年４月１日時点まで１３％  

 

（参考）  

 

平成 26 年度

の支給割合  

平成 27 年度 の支給 割合  
平成 28 年度  

～令和６年度

の支給割合  4 月 1 日時点  遡及改定後  

国基準による支給 割合  10％  11％  13％  15％  

習志野市の支給 割合  10％  11％  13％  13％  
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②技能労務職  

区  分  

公務員  

平均年齢  職員数  平均給料月額  平均給与月額（Ａ）  
平均給与月額  

（国ベース）  

習志野市  55 .8 歳  47 人  342,821 円  415,622 円  395,928 円  

  うち清掃職員  53 .8 歳  16 人  355,969 円  452,775 円  414,488 円  

  うち給食調理員  56 .8 歳  10 人  342,210 円  396,150 円  391,020 円  

  うち用務員  59 .4 歳  7 人  303,986 円  354,787 円  344,515 円  

  うち自動車運転手  56 .6 歳  2 人  377,500 円  483,750 円  438,800 円  

国  51 .2 歳  1941 人  286,942 円  329,178 円  ― 

 

区  分  

民間  参考  

対応する民間の類似職種  平均年齢  

平均給与

月額  Ａ／Ｂ  

（Ｂ）  

習志野市  －  －  －  －  

  うち清掃職員  廃棄物処理業従業員  52 .0 歳  442.9 千円  1 .02  

  うち給食調理員  飲食物調理従事者  54 .7 歳  410.4 千円  0 .97  

  うち用務員  他に分類されない運搬・ 清掃・ 包装等従事者  57 .9 歳  378.9 千円  0 .94  

  うち自動車運転手  乗用自動車運転者 （ タクシー運転者を除く）  55 .3 歳  471.8 千円  1 .03  

・民間データは、厚生労働省が公表する賃金構造基本統計調査のデータを使用（ 平成 31 年度～令和 3 年度の 3 ヵ年平均）  

・技能労務職の職種と民間の類似職種の比較では、本市が正規職員のみを対象としているのに対し、民間データは短 期 雇 用

のアルバイトや派遣職員等も含んでおり、経験年数、平均年齢、業務内容、雇用形態等が一致していないため、単 純 に比較 す

ることはできない。  

 

   ③教育職  

区  分  平均年齢      平均給料月額  平均給与月額   

習志野市      39 .6歳  320,696円     406,215円   

千葉県      42 .5歳  347,650円      419,555円  

類似団体      41 .2歳  370,735円      455,166円  

 

  （注）  １  「平均給料月額 」とは、令和 ６年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均である。  

２  「平均給与月額 」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべ

ての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされてい  るものである。  

また、「平均給与月額（ 国比較ベース） 」 は、比較のため、国家公務員と同じベース（ ＝時間外勤務手当等を除いた     

もの）で算出している。  

 

 (2 ) 職員の初任給の状況（６年４月１日現在）  

区分  習志野市  千葉県  国   

一般行政職  
大学卒  202,400 円  202,400 円    196,200 円   

高校卒  170,900 円  170,900 円  166,600 円   

技能労務職  高校卒  168,800 円  168,800 円         

高校教育職  大学卒  223,200 円  223,200 円       
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(3 ) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（ ６年４月１日現在 ）  

区分  経験年数 10 年  経験年数 15 年  経験年数 20 年  

全職員  
大学卒  277,413 円  310,770 円  358,392 円  

高校卒  239,650 円  277,633 円  310,800 円  

一般行政職  
大学卒  275,552 円  310,795 円  364,864 円  

高校卒  238,100 円  －   (※) 円  313,200 円  

技能労務職    －   (※) 円  －   (※) 円  －   (※) 円  

教育職  大学卒  371,133 円  －   (※) 円  －   (※) 円  

（※）該当する職員が０名又は１名のため表示していない。          

 

 

 

３  一般行政職の級別職員数等の状況  

 

 ( 1 )  一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（６年４月１日現在）  

区  分  標準的な職務内容  職員数  構成比  １号給の 

給料月額  

最高号給の

給料月額  

 

８  級  

 

部長  11 人  1.9% 410,300円  471,200円  

 

７  級  

 

次長  24 人  4.1% 365,500円  447,400円  

 

６  級  

 

課長  94 人  16.0% 323,100円  412,900円  

 

５  級  

 

係長・主査  72 人  12.2% 295,400円  396,400円  

 

４  級  

 

係長・主査  85 人  14.4% 271,600円  386,100円  

 

３  級  

 

副主査・主任主事・主任技師  201 人  34.1% 240,900円  353,400円  

 

２  級  

 

主事・技師  63 人  10.7% 194,500円  294,400円  

 

１  級  

 

主事補・技師補  39 人  6.6% 162,100円  249,400円  

（ 注）  １  習志野市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。  

２  標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。  
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(2 ) 昇給への人事評価の活用状況（習志野市）  

令和 6 年 4 月 2 日から令和 7 年 4 月 1 日  

までにおける運用  
管理職員  一般職員  

イ．  人事評価を活用している ○ ○ 

 

活用している昇給区分  
昇給可能な

区分  

昇給実績が

ある区分  

昇給可能な

区分  

昇給実績が

ある区分  

上位、標準、下位の区分  ○  ○  

上位、標準の区分      

標準、下位の区分     ○ 

標準の区分のみ（一律）   ○   

ロ．  人事評価を活用していない   

   活用予定時期    

 

 

 

  

1級 6.6% 1級 4.2% 1級 6.6%

2級 10.7% 2級 13.6%
2級 16.5%

3級
34.1%

3級
34.4%

3級
33.4%

4級
14.4%

4級
15.2%

4級
10.6%

5級 12.2% 5級 10.7% 5級 12.7%

6級
16.0%

6級
15.5%

6級
13.7%

7級
4.1%

7級
4.1%

7級
3.7%

8級 1.9% 8級 2.3% 8級 2.8%
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４  職員の手当の状況  

 ( 1 )  期末手当・勤勉手当  

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

習志野市  千葉県  国  

１人当たり平均支給額（ ５年度）  

       １，５７６千円  

１人当たり平均支給額（ ５年度）  

      １，６９１千円  
― 

（５年度支給割合）  

 期末手当       勤勉手当  

2 .45月分      2 . 0 5月分  

  (1 .375)月分      (0 .975)月分  

（５年度支給割合）   

 期末手当       勤勉手当  

   2 .45月分        2 .05月分  

(1 .375)月分     (0 .975)月分  

（５年度支給割合）   

 期末手当       勤勉手当  

   2 .45月分        2 .05月分  

(1 .375)月分     (0 .975)月分  

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

・ 役 職加算  5％～ 2 0％  

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

・ 役 職加算    5％～ 2 0％  

・ 管 理職加 算  1 5％ ・ 2 5％  

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

・ 役 職加算    5％～ 2 0％  

・ 管 理職加 算  1 5％ ・ 2 5％  

（注）  (   )内は、再任用職員に係る支給割合である。  

 

 ○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（習志野市）  

令和６年度中における運用  管理職員  一般職員  

イ．  人事評価を活用している  ○ ○ 

 

活用している成績率  
支給可能な

成績率  

支給実績が

ある成績率  

支給可能な

成績率  

支給実績が

ある成績率  

上位、標準、下位の成績率  ○  ○ ○ 

上位、標準の成績率   〇   

標準、下位の成績率      

標準の成績率のみ（一律）      

ロ．  人事評価を活用していない   

   活用予定時期    

 

 (2 ) 退職手当（６年４月１日現在 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

習志野市  国    

  

  

  

  

  

  

  

  

 

（支給率）    自己都合     応募認定・定年  

勤続20年        19 .6695月分  24 .586875月分  

勤続25年        28 .0395月分   33 .27075月分  

勤続35年        39 .7575月分     47 .709月分  

最高限度額   47 .709月分     47 .709月分  

その他の加算措置  

定年前早期退職特例措置  （ 2～30％）  

1人当たり平均支給額（ 令和５年度決算）   

自己都合      2 ,243千円    

定 年      2 0 , 1 7 3千 円  

(60歳到達 ) 

（支給率）    自己都合   応募認定・定年  

勤続20年        19 .6695月分  24 .586875月分  

勤続25年        28 .0395月分   33 .27075月分  

勤続35年        39 .7575月分     47 .709月分  

最高限度額   47 .709月分     47 .709月分  

その他の加算措置  

定年前早期退職特例措置  （ 2～45％）  

                                       

   

 

 

（注）  退職手当の１人当たり平均支給額は、５年度に退職した職員に支給された平均額である。    
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(3 ) 地域手当（６年４月１日現在 ）  

支  給  実  績（５年度決算）           784,258千円   

支給職員１人当たり平均支給年額（５年度決算）  482,323円     

支給対象地域  支給率  支給対象職員数  国の制度 （ 支 給 率 ）  

全域        13 ％        1 ,636 人            15 ％  

地域手当補正後ラスパイレス指数  

（ラスパイレス指数）  

  98 .6  

（ 100.3）  

 

（注）  地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の

給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。  

（補正前のラスパイレス指数×（ １＋当該団体の地域手当支給率）／（ １＋国の指定基準に基づく地域

手当支給率）により算出。）  

 

 

 (4 ) 特殊勤務手当（６年４月１日現在）  

支給実績（５年度決算）  ２ ７ ， ８ ９ ０ 千 円  

支給職員１人当たり平均支給年額（ ５年度決算）    ５ ５ ， ２ ２ ８ 円   

職員全体に占める手当支給職員の割合（ ５年度）  ３ ８ ． ４ ％  

手当の種類（手当数）  １ ８    

手当の名称  主な支給対象職員  主な支給対象業務  支給実績  

(５年度決算）  

左記職員に対する 

支給単価  

災害出動手当  業務に従事した職員  災害発生に係 る措 置

及び復旧作業  

３４９  

千円  

1 日につき 1,700 円  

消防業務手当  消防本部の職 員  救急業務 及 び火 災

現場における消 火 作

業等  

７，１８１  

千円  

1回につき200円～  

510円  

薬剤散布作業

手当  

業務に従事 した職 員  薬剤の散布 作 業  ０  

千円  

1日につき250円  

路上作業手当  都市整備 部の職 員

等  

道路の舗装 及 び補

修作業  

２９  

千円  

1日につき200円  

葬祭事業手当  社会福祉 課の職 員  葬祭業務  ０  

千円  

1件につき450円  

行旅死病人取

扱手当  

保健福祉 部の職 員  行旅死病 人の処 理

又は収容の作 業  

０  

千円  

1件につき1,000円～3

,000円  

し尿処理作業

手当  

クリーンセンター及 び

津田沼浄 化センター

に勤務する職 員  

し尿の収集 、運 搬 作

業及びし尿 処 理 施

設でし尿の処 理 作

業  

０  

千円  

1日につき500円  

ごみ処理作業

手当  

クリーンセンターに勤

務する職員  

ごみの収 集 、運 搬 、 処 理 作

業 及 びごみ処 理 作 業  

１，７１５  

千円  

1日につき400円  

下水処理作業

手当  

下水道課 及 び道 路

交通課に勤 務 する

職員  

下水の管渠 及 び側

溝の清掃作 業  

２２４  

千円  

1日につき350円～  

400円  
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手当の名称  主な支給対象職員  主な支給対象業務  支給実績  

(５年度決算）  

左記職員に対する 

支給単価  

犬、ねこ等死体

処理作業手当  

クリーンセンターに勤

務する職員  

犬 、ねこその他 動 物

の死体の処 理 作 業  

１１９  

千円  

1回につき200円  

ケースワーカー

手当  

保健福祉 部 及 びこど

も部に勤務 する職 員  

ケースワーカーとして

の業務  

１，９９７  

千円  

1月につき3,500円  

整理手当  業務に従事 した職 員  市税及び税 外 収 入

の滞納分の徴 収 又

は滞納処分  

 

２７  

千円  

1日につき170円～  

300円  

用地交渉手当  財産管理 課 、市 街

地整備課 、下 水 道

課に勤務する職 員  

 

公共用地 取 得 のた

めに行 う交 渉 及 び補

償交渉  

０  

千円  

1日につき100円～12

0円  

防疫手当  業務に従事 した職 員  感染症の防 疫 作 業  ０  

千円  

1日につき300円  

防疫等作業  

手当  

業務に従事 した職 員  新型コロナウイルス

感染の患者 又 はそ

の疑いのある者 がい

る区域又はいた区 域

で、新型 コロナウイル

ス感染症から市 民

等の生命及 び健 康

を守るために緊 急に

行われた措置 に係る

作業  

９２  

千円  

1日につき3,000円  

～4,000円  

施設管理者  

手当  

法令又は条 例 、規

則に定められた施 設

等の管理者  

法令又は条 例 、規

則に定められた施 設

等の管理業 務  

３３６  

千円  

1月につき1,500円～2

,000円  

教員特殊業務

手当  

教育職員  教育職員が従 事 す

る非常災害 等 の緊

急業務  

１５，４８１  

千円  

1日につき1,800円～8

,000円  

教員業務連絡

指導手当  

教育職員のうち教 務

主任 、学年 主 任 等  

高等学校に勤 務 す

る職員が従 事 する教

務その他の教 育 に

関する業務 について

の連絡調整 及 び指

導助言等  

３４０  

千円  

1日につき200円  
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 (5 ) 時間外勤務手当  

支給実績（５年度決算）  ５３３，６２８千円  

職員１人当たり平均支給年額 （５年度決算）  ４７５千円  

支給実績（４年度決算）  ５００，６５２千円  

職員１人当たり平均支給年額 （４年度決算）  ４４５千円  

（注）  職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（ ５年度決算） 」 と同じ年度の４月 １日

現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除

く。）であり、短時間勤務職員を含む 

 

 (6 ) その他の手当（６年４月１日現在）  

 

手  当  名  

 

内容及び支給単価  
国 の制 度

との異 同  

国 の制 度 と

異 なる内 容  

支 給 実 績  

 （ ５ 年 度 決 算 ）  

支給職員１人当

たり 

平均支給年額  

（５年度決算）  

 扶養手当      ･配 偶 者 6 , 5 0 0 円  

･配 偶 者 以 外 の扶 養

親 族 で子 の場 合  

1人  1 0 , 0 0 0円  

･上 記 以 外  

1人  6 , 5 0 0円  

･ 1 6歳 から2 2 歳 までの

子 等  

 1人  5 , 0 0 0円 を加 算  

同 じ   １２３，７９８  

千円  

２４０，３８４  

円  

 住居手当      ･借 家 の場 合  

（ 家 賃 1 6 , 0 0 0 円 を超

える場 合 に限 る） 家 賃

の額 に応 じ 2 8 , 0 0 0 円

を限 度 に支 給  

同 じ    ９３，２２４  

千円  

２９５，９４９  

円  

 通勤手当      ･電 車 ・ バスを利 用 す

る場 合 、交 通 機 関 が

発 行 している最 も長 い

通 用 期 間 の定 期 代

相 当 額 を全 額 支 給  

･乗 用 車 等 を使 用 する

場 合 、使 用 距 離 に応

じて 2 , 0 0 0円 ～ 3 8 , 4 0 0

円  

異なる  国 ） 交 通 機

関 ： 5 5 , 0 0 0 /

月 が支 給 上

限  

交 通 用 具 使

用 者 ： 使 用

距 離 に応 じて  

2 , 0 0 0円 ～ 3 1

, 6 0 0円  

１１８，８２４  

千円  

１００，６９８  

円  

単身赴任手当  ･官 署 を異 にする移 動 等

に伴 い転 居 し、やむを得

ない事 情 により配 偶 者 と

別 居 し、単 身 で生 活 する

事 を常 況 とする職 員 等

に支 給  

同 じ   無  無  
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手  当  名  

 

内容及び支給単価  
国 の制 度

との異 同  

国 の制 度 と異

なる内 容  

支 給 実 績  

（ ５ 年 度 決 算 ）  

支給職員１人当

たり 

平均支給年額  

（５度決算）  

休日勤務手当  ･休 日 における正 規 の

勤 務 時 間 中 に勤 務 す

る事 命 ぜられた職 員 に

支 給  

同 じ   ６６，４９８  

千円  

２１２，４５４円  

夜間勤務手当  ･正 規 の勤 務 時 間 とし

て深 夜 に勤 務 する職

員 に支 給  

同 じ   １２ ,１２６  

千円  

７４ ,８５０  

円  

宿日直手当  ･宿 日 直 勤 務 を命 ぜら

れた職 員 が勤 務 した

場 合 に支 給  

同 じ   ５４０  

千円  

１８０ ,０６７円  

管理職手当  ･管 理 又 は監 督 の地

位 にある職 員 のうち、

官 職 応 じて 3 7 , 0 0 0 円

～ 8 2 , 2 0 0円 / 月  

同 じ   １３１ ,１９６  

千円  

５９６ ,３４５  

円  

管理職員特別

勤務手当  

･臨 時 又 は緊 急 の必

要 等 により平 日 深 夜

及 び、週 休 日 又 は祝

日 法 による休 日 若 しく

は年 末 年 始 の休 日 等

に勤 務 した場 合 に支

給 。官 職 に応 じて  

4 , 0 0 0円 ～ 1 2 , 0 0 0 円 /

回  

異なる  官職に応 じて

6 , 0 0 0円～ 1 2

, 0 0 0円 /回  

２ ,４４８  

千円  

２７ ,５０６  

円  

義務教育等教

員特別手当  

･教 育 職 員 に ついて職

務 の級 及 び号 給 に応

じて支 給  

  ３ ,６２３  

千円  

６３ ,５６１  

円  

災 害 派 遣 手 当  ･災 害 応 急 対 策 又 は

災 害 普 及 のために派

遣 された職 員 が住 所

又 は居 所 を離 れて本

市 の区 域 内 に滞 在 す

ることを要 する場 合 に

支 給  

      無       無  

武 力 攻 撃 災 害

等 派 遣 手 当  

･国 民 の保 護 のための

措 置 の実 施 のため派

遣 された職 員 が住 所

又 は居 所 を離 れて本

市 の区 域 内 に滞 在 す

ることを要 する場 合 に

支 給  

      無       無  
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手  当  名  

 

内容及び支給単価  
国 の制 度

との異 同  

国 の制 度 と異

なる内 容  

支 給 実 績  

 （ ５ 年 度 決 算 ）  

支給職員１人当

たり 

平均支給年額  

（５年度決算）  

新 型 ｲﾝ ﾌﾙ ｴ ﾝｻ

ﾞ等 緊 急 事 態

派 遣 手 当  

･新 型 ｲ ﾝ ﾌﾙ ｴﾝ ｻ ﾞ等 緊

急 事 態 措 置 のために

派 遣 された職 員 が住

所 又 は居 所 を離 れ本

市 区 域 内 に対 する事

を要 する場 合 に支 給  

      無       無  

 

５  特別職の報酬等の状況 （ ６ 年 ４月 １日現在 ）  

 
区      分  給 料 月 額 等                     

給 

料 

市  区  町  村  長  

 

副  市  町  村  長  

 

       ９５０，０００   円  

 

       ８１０，０００   円  

     

（参考）類似団体における最高／最低額  

    1 ,130,000円／643,500円  

 

         930,000円／750,000円  

 

報 

酬 

議      長  

 

副   議   長  

 

議      員  

       ５４０，０００   円  

 

       ５００，０００   円  

 

       ４８０，０００   円  

 

         724,000円／463,000円  

 

         660,000円／420,000円  

 

         606,000円／400,000円  

 

期
末
手
当 

市  区  町  村  長  

副  市  町  村  長  

       （５年度支給割合）  

                ４．５月分  

議      長  

副   議   長  

議      員  

       （５年度支給割合）  

                ４．５月分  

         

退
職
手
当 

市  区  町  村  長  

副  市  町  村  長  

 （算定方式）             （１期の手当額）       （支給時期）  

 95万円×在職月数×45/100       ２，０５２万円      任期毎  

81万円×在職月数×25/100        ９７２万円      任期毎  

             

備    考   

（注）１  給料及び報酬の（  ）内は、減額措置を行う前の金額である。  

２  退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期  （４年＝４８月）   

勤めた場合における退職手当の見込額である。  
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６  職員数の状況  

 (1 ) 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）  

区分  

部門  

職員数  対前年  
主な増減要因  

令和６年  令和５年  増減数  

普
通
会
計
部
門 

一
般
行
政
部
門 

議会  10 10 0   

総務企画  168 163 5 
基本構想策定、政策法務、業務標

準化の推進による増  

税務  56 56 0   

民生  259 276 △ 17 保育所私立化による減  

衛生  96 95 1 新清掃工場建設の推進による増  

労働  0 0 0   

農林水産  5 6 △ 1 区画整理事業の進捗による減  

商工  9 9 0   

土木  116 117 △ 1 県からの派遣終了による減  

小   計  719 732 △ 13   

教育部門  357 335 22 公立こども園開設による増  

消防部門  220 204 16 欠員補充、救急隊増員による増  

小   計  1,296 1,271 25   

公
営
企
業
等
会

計
部
門 

水道  30 29 1 人員調整  

下水道  30 30 0  

その他  109 109 0   

小   計  169 168 1   

合    計  
1,465  1,439  26 <参考 > 人口１万人当たり職員数  

83 .7 人    【1,927】  【1,837】  【90】  

                                                                      

（注）１  職員数は、教育長を除く一般職に属する職員数、第２号会計年度任用職員は含まない。  

２  [     ]内は、条例定数の合計である。   

３  令和 5 年 3 月 31 日時点住民基本台帳人口 175,043 人  
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( 2 )  年齢別職員構成の状況（６年４月１日現在）  

 

 

区分  

20

歳  

20

歳  

24

歳  

28

歳  

32

歳  

36

歳  

40

歳  

44

歳  

48

歳  

52

歳  

56

歳  

60

歳  

計    ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 
 

未

満  

23

歳  

27

歳  

31

歳  

35

歳  

39

歳  

43

歳  

47

歳  

51

歳  

55

歳  

59

歳  
以上  

職員数  13 80 120 149 164 178 166 124 162 158 120 31 1,439 

（注）教育長を除く。 

 

 

 (3 ) 職員数の推移  

部門別       

年度  
令和元年  令和 2 年  令和 3 年  令和 4 年  令和 5 年  令和 6 年  

過去 5 年間  

の増減率（率）  

一般行政  731 731 735 734 732 719 △12 （△1.6%）  

教育  333 333 327 332 335 357 24 （7.2%）  

消防  206 206 207 209 204 220 14 （6.8%）  

普通会計計  1,270 1,270 1,269 1,275 1,271 1,296 26 （2.0%）  

公営企業等

会計計  
167 167 168 167 168 169 2 （1.2%）  

総合計  1,437 1,437 1,437 1,442 1,439 1,465 28 （1.9%）  

（注）１  各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。  
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７  公営企業職員の状況  

 

 (1 ) ガス事業  

①  職員給与費の状況  

ア 決算  

区  分  

 

 

総費用  

 

      Ａ  

純損益又は 

実質収支  

 

職員給与費  

  

     Ｂ  

総費用に占める 

職員給与費比率  

     Ｂ／Ａ  

 (参考 )  

４年度の総費用に占め

る職員給与費比率  

５年度  

 

         千円  

7 , 1 9 6 , 3 2 6  

       千円  

2 0 1 , 2 6 5  

        千円  

5 8 5 , 8 7 1  

             ％  

8 . 1 4  

                ％  

7 . 7 6  

（ 注 ） 資本 勘 定 支 弁 職 員に係 る職 員 給 与 2 9 , 6 2 9 千 円 を含 まない。  

 

区  分  

 

職員数  

    Ａ  

給      与      費  一人当たり 

給与費  B / A  

 

 

 

 

(参考 )市町村平均

一人当たり給与費  給   料  職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当  計  Ｂ  

５年度  

 

    人  

6 5  

    千円  

2 4 3 , 3 2 4  

    千円  

9 7 , 1 6 3  

    千円  

7 4 , 6 2 5  

    千円  

4 1 5 , 1 1 2  

       千円  

6 , 3 8 6  

       千円  

6 , 3 9 5  

（注）１  職員手当には退職給与金を含まない。  

２  職員数については、６年３月 31 日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員

（短時間勤務））を含み、会計年度任用職員を含まない。 

３  給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれてい

るが、会計年度任用職員の給与費は含まれていない。  

 

 

イ  特記事項  
 
 
 

    ②  職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（６年４月１日現在）  

区  分  平均年齢  基本給  平均月収額   

企業局        43 .9歳      365 ,858円  531,558円  

団  体  平  均        47 .8歳      354 ,374円  532,644円  

事  業  者           歳         円  

      （注）１  平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

２  平均年齢の団体平均は、会計年度任用職員を含んで算出している。  
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    ③  職員の手当の状況  

ア 期末手当・勤勉手当  

企業局  ○○ （一般行政職・団体平均等）  

１人当たり平均支給額（５年度）           

        1 ,671千円  

１人当たり平均支給額（○年度）          

           千円  

（５年度支給割合）  

        期末手当       勤勉手当  

       2 . 4 5月分       2 . 0 5月分  

      ( 1 . 3 7 5 )月分     ( 0 . 9 7 5 )月分  

（○年度支給割合）                     

          期末手当       勤勉手当  

                 月分            月分  

      (       )月分   (      )月分  

 

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置  

 役職加算  5～ 2 0％  

 

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置  

 

（注）  (   )内は、再任用職員に係る支給割合である。  

 

 

イ 退職手当（６年４月１日現在）  

企業局       ○○ （一般行政職・団体平均等）  

 （支給率）     自己都合   応募認定・定年  

 勤続20年       19 .6695月分  24 .586875月分  

 勤続25年       28 .0395月分   33 .27075月分  

 勤続35年       39 .7575月分    47 .709月分  

 最高限度    47 .709月分    47 .709月分  

 その他の加算措置  

 (退職時特別昇給     2～ 3 0％    )  

 1人当たり平均支給額  2 ,304千円   2 ,304千円  

 （支給率）     自己都合   応募認定・定年  

 勤続20年                 月分        月分  

 勤続25年                 月分         月分  

 勤続35年                 月分         月分  

 最高限度              月分         月分  

 その他の加算措置  

 (退職時特別昇給                       )  

1人当たり平均支給額       千円         千円  

       （ 注 ） 退 職 手 当 の １ 人 当 た り 平 均 支 給 額 は 、 ５ 年 度 に 退 職 した 職 員 に 支 給 さ れ た 平 均 額                 

である。 

 

 

ウ 地域手当（６年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

支  給  実  績（５年度決算）            33 ,667千円   

 

               

   

               

   

 

 

支給職員１人当たり平均支給年額（５年度決算）                517 ,961円  

支給対象地域  支給率  支給対象職員数  一般行政 職 の制 度 （ 支 給 率 ）  

全域        13 ％            65人               13 ％  

           ％              人                    ％  

           ％              人                    ％  

           ％              人                    ％  

           ％              人                    ％  
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エ 特殊勤務手当（６年４月１日現在）  

支給実績（５年度決算）  2 , 2 9 9千円  

支給職員１人当たり平均支給年額（ ５年度決算）  5 3 , 4 6 3円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（ ５年度）  6 6 . 1％  

手当の種類（手当数）  ８  

手当の名称  主な支給対象職員  主な支給対象業務  支給実績  

(５年度決算）  

左記職員に対する支給

単価  

災 害 出 勤 手

当  
業務に従事 した職 員  

災 害 発 生 に 係 る

措 置 及 び 復 旧 作

業  

81千円  
１回につき1,700円  

又は1,000円  

特殊作業手当  業務に従事 した職 員  

特 殊 作 業 機 器 の

運 転 、 操 作 及 び

掘削作業  

0千円  １日につき400円  

下水処理 作 業

手当  
業務に従事 した職 員  

下 水 の 管 渠 又 は

側溝の清掃 作 業  
0千円  

１日につき40 0円又は

350円  

未納整理手当  業務に従事 した職 員  
未 納 料 金 等 の 徴

収業務  
0千円  １日につき300円  

供給停止手当  業務に従事 した職 員  
ガ ス の 供 給 停 止

または給水停 止  
0千円  １日につき300円  

用地交渉手当  業務に従事 した職 員  
公 共 用 地 取 得 の

ための交渉  
0千円  

１日につき12 0円又は

100円  

交代勤務手当  交代勤務 職 員  第 ２直勤 務  1 ,558千円  
勤務１回につき  

4 ,200円  

施設管理 者 等

手当  

法 令 又 は 条 例 、 規

則 に定 められた施 設

等の管理者  

法 令 又 は 条 例 、

規則に定 められた

施 設 等 の 管 理 業

務  

660千円  

１か月につき  

1 , 5 0 0円  

～ 1 0 , 0 0 0円  

 

 

オ 時間外勤務手当  

支給実績 （ ５ 年 度 決 算 ）                         29 ,909千円  

職員 1人当たり平 均 支 給 年 額  

（ ５ 年度 決 算 ）  
                         460千円  

支給実績 （ ４ 年 度 決 算 ）                         28 ,633千円  

職員 1人当たり平 均 支 給 年 額  

（ ４ 年度 決 算 ）  
                         434千円  

（注）１  時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。  

２  職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（ ５年度決算）」 と同じ年度の４月

１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員

を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。  
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カ その他の手当（６年４月１日現在）  

      

      

      

      

  

 

 

 

 

 

 

手当名  

 

 

内容及び支給単価  

 

一 般 行 政

職の制度と

の異動  

一般行政職

の制度と異な

る内容  

支給実績
 

（ ５年度決算）
 

支給職員 1人当た  り

平均支給年額  

（５年度決算）  

 扶養手当      ・配偶者6,500円 

・配偶者以外の扶養親族で子

の場合1人10,000円 

・上記以外1人6,500円 

・16歳から22歳までの子等 

1人5,000円を加算 

同 じ          千円  

8 ,490 

         円  

229,465 

 住居手当      ・借家の場合（家賃16,000円を

超える場合に限る）家賃の額

に応じ28,000円を限度に支給 

同 じ          千円  

4 , 6 2 6  

         円  

2 8 9 , 0 6 9  

 通勤手当      ・電車・バスを利用する場合、

交通機関が発行している最も

長い通用期間の定期代相当

額を全額支給 

・乗用車等を使用する場合、

使用距離に応じて2,000円～3

8,400円 

同 じ          千円  

4 , 7 6 3  

         円  

9 3 , 4 0 1  

単身赴任 手

当  

・官署を異にする移動等に伴

い転居し、やむを得ない事情

により配偶者と別居し、単身で

生活する事を常況とする職員

等に支給 

同 じ          千円  

0  

         円  

0  

休日出勤手

当  

・休日における正規の勤務時

間中に勤務する事命ぜられた

職員に支給 

同 じ          千円  

2 , 0 2 3  

         円  

8 7 , 9 6 1  

夜間勤務手

当  

・正規の勤務時間として深夜

に勤務する職員に支給 

同 じ          千円  

1 , 3 3 8  

         円  

1 9 1 , 0 9 4  

宿日直手当  ・宿日直勤務を命ぜられた職

員が勤務した場合に支給 

同 じ          千円  

4 , 8 6 0  

         円  

7 1 , 4 7 1  

管理職手当  ・管理又は監督の地位にある

職員のうち、官職応じて 

37,000円～82,200円/月 

同 じ          千円  

7 , 1 6 6  

         円  

6 5 1 , 4 9 1  

管理職員 特

別勤務手 当  

・臨時又は緊急の必要等によ

り平日深夜及び、週休日又は

祝日法による休日若しくは年

末年始の休日等に勤務した場

合に支給。官職に応じて4,000

円～12,000円/回 

同 じ          千円  

4 4  

         円  

1 1 , 0 0 0  
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(２ ) 水道事業  

①  職員給与費の状況  

ア 決算  

区  分  

 

 

総費用  

 

      Ａ  

純損益又は 

実質収支  

 

職員給与費  

  

     Ｂ  

総費用に占める 

職員給与費比率  

     Ｂ／Ａ  

 (参考 )  

４年度の総費用に占め

る職員給与費比率  

５年度  

 

         千円  

2 , 0 9 1 , 8 0 1  

       千円  

9 5 , 3 5 5  

        千円  

2 9 8 , 1 6 9  

             ％  

1 4 . 2 5  

                ％  

1 2 . 3 7  

（ 注 ） 資本 勘 定 支 弁 職 員に係 る職 員 給 与 費 1 9 , 5 0 5 千 円 を含 まない。  

 

区  分  

 

職員数  

    Ａ  

給      与      費  一人当たり 

給与費  B / A  

 

 

 

 

(参考 )市町村平均

一人当たり給与費  給   料  職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当  計  Ｂ  

５年度  

 

    人  

3 0  

    千円  

1 1 6 , 4 9 6  

    千円  

3 8 , 4 0 0  

    千円  

3 5 , 6 7 8  

    千円  

1 9 0 , 5 7 4  

       千円  

6 , 3 5 2  

       千円  

6 , 1 1 8  

（注）１  職員手当には退職給与金を含まない。  

２  職員数については、６年３月 31 日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員

（短時間勤務））を含み、会計年度任用職員を含まない。  

３  給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれてい

るが、会計年度任用職員の給与費は含まれていない。  

 

 

イ  特記事項  
 
 
 

    ②  職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（６年４月１日現在）  

区  分  平均年齢  基本給  平均月収額   

企業局       44 .0歳      381 ,078円  537,540円  

団  体  平  均       45 .8歳      337 ,221円  508,691円  

事  業  者           歳         円  

      （注）１  平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

２  平均年齢の団体平均は、会計年度任用職員を含んで算出している。  
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    ③  職員の手当の状況  

ア 期末手当・勤勉手当  

企業局  ○○ （一般行政職・団体平均等）  

１人当たり平均支給額（５年度）           

        1 ,743千円  

１人当たり平均支給額（○年度）          

           千円  

（５年度支給割合）  

        期末手当       勤勉手当  

        2 . 4 5月分       2 . 0 5月分  

       ( 1 . 3 7 5 )月分    ( 0 . 9 7 5 )月分  

（○年度支給割合）                     

          期末手当       勤勉手当  

                 月分            月分  

      (       )月分   (      )月分  

 

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置  

 役職加算  5～ 2 0％  

 

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置  

 

（注）  (   )内は、再任用職員に係る支給割合である。  

 

 

イ 退職手当（６年４月１日現在）  

企業局       ○○ （一般行政職・団体平均等）  

 （支給率）     自己都合   応募認定・定年  

 勤続20年       19 .6695月分  24 .586875月分  

 勤続25年       28 .0395月分   33 .27075月分  

 勤続35年       39 .7575月分    47 .709月分  

 最高限度    47 .709月分    47 .709月分  

 その他の加算措置  

 (退職時特別昇給     2～ 3 0％    )  

 1人当たり平均支給額  2 ,304千円     2 ,304千円  

 （支給率）     自己都合   応募認定・定年  

 勤続20年                 月分        月分  

 勤続25年                 月分         月分  

 勤続35年                 月分         月分  

 最高限度              月分         月分  

 その他の加算措置  

 (退職時特別昇給                       )  

1人当たり平均支給額       千円         千円  

       （ 注 ） 退 職 手 当 の １ 人 当 た り 平 均 支 給 額 は 、 ５ 年 度 に 退 職 した 職 員 に 支 給 さ れ た 平 均 額                 

である。 

 

 

ウ 地域手当（６年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

支  給  実  績（５年度決算）            16 ,226千円   

 

               

   

               

   

 

 

支給職員１人当たり平均支給年額（５年度決算）                540 ,857円  

支給対象地域  支給率  支給対象職員数  一般行政 職 の制 度 （ 支 給 率 ）  

全域        13 ％            30人               13 ％  

           ％              人                    ％  

           ％              人                    ％  

           ％              人                    ％  

           ％              人                    ％  
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エ 特殊勤務手当（６年４月１日現在）  

支給実績（５年度決算）  3 0 0千円  

支給職員１人当たり平均支給年額（ ５年度決算）  2 4 , 9 7 5円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（ ５年度）  4 0％  

手当の種類（手当数）  ８  

手当の名称  主な支給対象職員  主な支給対象業務  支給実績  

(５年度決算）  

左記職員に対する支給

単価  

災 害 出 勤 手

当  
業務に従事 した職 員  

災 害 発 生 に 係 る

措 置 及 び 復 旧 作

業  

42千円  
１回につき1,700円  

又は1,000円  

特殊作業手当  業務に従事 した職 員  

特 殊 作 業 機 器 の

運 転 、 操 作 及 び

掘削作業  

0千円  １日につき400円  

下水処理 作 業

手当  
業務に従事 した職 員  

下 水 の 管 渠 又 は

側溝の清掃 作 業  
0千円  

１日につき40 0円又は

350円  

未納整理手当  業務に従事 した職 員  
未 納 料 金 等 の 徴

収業務  
0千円  １日につき300円  

供給停止手当  業務に従事 した職 員  
ガ ス の 供 給 停 止

または給水停 止  
0千円  １日につき300円  

用地交渉手当  業務に従事 した職 員  
公 共 用 地 取 得 の

ための交渉  
0千円  

１日につき12 0円又は

100円  

交代勤務手当  交代勤務 職 員  第 ２直勤 務  0千円  
勤務１回につき  

4 ,200円  

施設管理 者 等

手当  

法 令 又 は 条 例 、 規

則 に定 められた施 設

等の管理者  

法 令 又 は 条 例 、

規則に定 められた

施 設 等 の 管 理 業

務  

258千円  

１か月につき  

1 , 5 0 0円  

～ 1 0 , 0 0 0円  

 

 

オ 時間外勤務手当  

支給実績 （ ５ 年 度 決 算 ）                         9 ,464千円  

職員 1人当たり平 均 支 給 年 額  

（ ５ 年度 決 算 ）  
                          315千円  

支給実績 （ ４ 年 度 決 算 ）                         10 ,930千円  

職員 1人当たり平 均 支 給 年 額  

（ ４ 年度 決 算 ）  
                         365千円  

（注）１  時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。  

２  職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（ ５年度決算）」 と同じ年度の４月

１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員

を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。  
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カ その他の手当（６年４月１日現在）  

      

      

      

      

  

 

 

 

 

 

 

手当名  

 

 

内容及び支給単価  

 

一 般 行 政

職の制度と

の異動  

一般行政職

の制度と異な

る内容  

支給実績
 

（ ５年度決算）
 

支給職員 1人当た  り

平均支給年額  

（５年度決算）  

 扶養手当      ・配偶者6,500円 

・配偶者以外の扶養親族で子

の場合1人10,000円 

・上記以外1人6,500円 

・16歳から22歳までの子等 

1人5,000円を加算 

同 じ          千円  

2 , 6 7 3  

         円  

1 6 7 , 0 3 6  

 住居手当      ・借家の場合（家賃16,000円を

超える場合に限る）家賃の額

に応じ28,000円を限度に支給 

同 じ          千円  

1 , 9 0 4  

         円  

2 7 2 , 0 0 0  

 通勤手当      ・電車・バスを利用する場合、

交通機関が発行している最も

長い通用期間の定期代相当

額を全額支給 

・乗用車等を使用する場合、

使用距離に応じて2,000円～3

8,400円 

同 じ          千円  

2 , 1 7 6  

         円  

8 0 , 5 9 2  

単身赴任 手

当  

・官署を異にする移動等に伴

い転居し、やむを得ない事情

により配偶者と別居し、単身で

生活する事を常況とする職員

等に支給 

同 じ          千円  

0  

         円  

0  

休日出勤手

当  

・休日における正規の勤務時

間中に勤務する事命ぜられた

職員に支給 

同 じ          千円  

2 7  

         円  

2 6 , 8 8 3  

夜間勤務手

当  

・正規の勤務時間として深夜

に勤務する職員に支給 

同 じ          千円  

0  

         円  

0  

宿日直手当  ・宿日直勤務を命ぜられた職

員が勤務した場合に支給 

同 じ          千円  

0  

         円  

0  

管理職手当  ・管理又は監督の地位にある

職員のうち、官職応じて 

37,000円～82,200円/月 

同 じ          千円  

5 , 6 4 5  

         円  

6 2 7 , 2 0 0  

管理職員 特

別勤務手 当  

・臨時又は緊急の必要等によ

り平日深夜及び、週休日又は

祝日法による休日若しくは年

末年始の休日等に勤務した場

合に支給。官職に応じて4,000

円～12,000円/回 

同 じ          千円  

0  

         円  

0  
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(３ ) 下水道事業  

①  職員給与費の状況  

ア 決算  

区  分  

 

 

総費用  

 

      Ａ  

純損益又は 

実質収支  

 

職員給与費  

  

     Ｂ  

総費用に占める 

職員給与費比率  

     Ｂ／Ａ  

 (参考 )  

４年度の総費用に占め

る職員給与費比率  

５年度  

 

         千円  

5 , 7 3 2 , 5 2 3  

       千円  

4 4 8 , 7 7 2  

        千円  

2 2 8 , 0 8 4  

             ％  

3 . 9 8  

                ％  

4 . 0 4  

（ 注 ） 資本 勘 定 支 弁 職 員に係 る職 員 給 与 費 5 7 , 4 6 6 千 円 を含 まない。  

 

区  分  

 

職員数  

    Ａ  

給      与      費  一人当たり 

給与費  B / A  

 

 

 

 

(参考 )市町村平均

一人当たり給与費  給   料  職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当  計  Ｂ  

５年度  

 

    人  

3 1  

    千円  

1 1 1 , 6 9 3  

    千円  

3 8 , 1 9 1  

    千円  

3 3 , 6 0 5  

    千円  

1 8 3 , 4 8 9  

       千円  

5 , 9 1 9  

       千円  

6 , 0 2 3  

（注）１  職員手当には退職給与金を含まない。  

２  職員数については、６年３月 31 日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員

（短時間勤務））を含み、会計年度任用職員を含まない。  

３  給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれてい

るが、会計年度任用職員の給与費は含まれていない。 

 

 

イ  特記事項  
 
 
 

    ②  職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（６年４月１日現在）  

区  分  平均年齢  基本給  平均月収額   

企業局        44 .8歳      355 ,966円  503,765円  

団  体  平  均        44 .5歳      334 ,536円  501,579円  

事  業  者           歳         円  

      （注）１  平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

２  平均年齢の団体平均は、会計年度任用職員を含んで算出している。  
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    ③  職員の手当の状況  

ア 期末手当・勤勉手当  

企業局  ○○ （一般行政職・団体平均等）  

１人当たり平均支給額（５年度）           

        1 ,585千円  

１人当たり平均支給額（○年度）          

           千円  

（５年度支給割合）  

        期末手当       勤勉手当  

       2 . 4 5月分       2 . 0 5月分  

      ( 1 . 3 7 5 )月分     ( 0 . 9 7 5 )月分  

（○年度支給割合）                     

          期末手当       勤勉手当  

                 月分            月分  

      (       )月分   (      )月分  

 

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置  

 役職加算  5～ 2 0％  

 

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置  

 

（注）  (   )内は、再任用職員に係る支給割合である。  

 

 

イ 退職手当（６年４月１日現在）  

企業局       ○○ （一般行政職・団体平均等）  

 （支給率）     自己都合   応募認定・定年  

 勤続20年       19 .6695月分  24 .586875月分  

 勤続25年       28 .0395月分   33 .27075月分  

 勤続35年       39 .7575月分    47 .709月分  

 最高限度    47 .709月分    47 .709月分  

 その他の加算措置  

 (退職時特別昇給     2～ 3 0％    )  

 1人当たり平均支給額  2 ,304千円   2 ,304千円  

 （支給率）     自己都合   応募認定・定年  

 勤続20年                 月分        月分  

 勤続25年                 月分         月分  

 勤続35年                 月分         月分  

 最高限度              月分         月分  

 その他の加算措置  

 (退職時特別昇給                       )  

1人当たり平均支給額       千円         千円  

       （ 注 ） 退 職 手 当 の １ 人 当 た り 平 均 支 給 額 は 、 ５ 年 度 に 退 職 した 職 員 に 支 給 さ れ た 平 均 額                 

である。 

 

 

ウ 地域手当（６年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

支  給  実  績（５年度決算）          15 ,327千円   

 

               

   

               

   

 

 

支給職員１人当たり平均支給年額（５年度決算）                494,407円  

支給対象地域  支給率  支給対象職員数  一般行政 職 の制 度 （ 支 給 率 ）  

全域        13 ％            31人               13 ％  

           ％              人                    ％  

           ％              人                    ％  

           ％              人                    ％  

           ％              人                    ％  
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エ 特殊勤務手当（６年４月１日現在）  

支給実績（５年度決算）  5 2千円  

支給職員１人当たり平均支給年額（ ５年度決算）  5 , 7 8 9円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（ ５年度）  2 9 . 0％  

手当の種類（手当数）  ８  

手当の名称  主な支給対象職員  主な支給対象業務  支給実績  

(５年度決算）  

左記職員に対する支給

単価  

災 害 出 勤 手

当  
業務に従事 した職 員  

災 害 発 生 に 係 る

措 置 及 び 復 旧 作

業  

15千円  
１回につき1,700円  

又は1,000円  

特殊作業手当  業務に従事 した職 員  

特 殊 作 業 機 器 の

運 転 、 操 作 及 び

掘削作業  

1千円  １日につき400円  

下水処理 作 業

手当  
業務に従事 した職 員  

下 水 の 管 渠 又 は

側溝の清掃 作 業  
0千円  

１日につき40 0円又は

350円  

未納整理手当  業務に従事 した職 員  
未 納 料 金 等 の 徴

収業務  
0千円  １日につき300円  

供給停止手当  業務に従事 した職 員  
ガ ス の 供 給 停 止

または給水停 止  
0千円  １日につき300円  

用地交渉手当  業務に従事 した職 員  
公 共 用 地 取 得 の

ための交渉  
0千円  

１日につき12 0円又は

100円  

交代勤務手当  交代勤務 職 員  第 ２直勤 務  0千円  
勤務１回につき  

4 ,200円  

施設管理 者 等

手当  

法 令 又 は 条 例 、 規

則 に定 められた施 設

等の管理者  

法 令 又 は 条 例 、

規則に定 められた

施 設 等 の 管 理 業

務  

36千円  

１か月につき  

1 , 5 0 0円  

～ 1 0 , 0 0 0円  

 

 

オ 時間外勤務手当  

支給実績 （ ５ 年 度 決 算 ）                         11 ,608千円  

職員 1人当たり平 均 支 給 年 額  

（ ５ 年度 決 算 ）  
                          374千円  

支給実績 （ ４ 年 度 決 算 ）                         11 ,458千円  

職員 1人当たり平 均 支 給 年 額  

（ ４ 年度 決 算 ）  
                          396千円  

（注）１  時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。  

２  職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（ ５年度決算）」 と同じ年度の４月

１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員

を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。  
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カ その他の手当（６年４月１日現在）  

      

      

      

      

  

 

 

 

 

 

 

手当名  

 

 

内容及び支給単価  

 

一 般 行 政

職の制度と

の異動  

一般行政職

の制度と異な

る内容  

支給実績
 

（ ５年度決算）
 

支給職員 1人当た  り

平均支給年額  

（５年度決算）  

 扶養手当      ・配偶者6,500円 

・配偶者以外の扶養親族で子

の場合1人10,000円 

・上記以外1人6,500円 

・16歳から22歳までの子等 

1人5,000円を加算 

同 じ          千円  

3 , 2 1 3  

         円  

2 1 4 , 1 7 6  

 住居手当      ・借家の場合（家賃16,000円を

超える場合に限る）家賃の額

に応じ28,000円を限度に支給 

同 じ          千円  

2 , 1 7 8  

         円  

3 1 1 , 1 4 3  

 通勤手当      ・電車・バスを利用する場合、

交通機関が発行している最も

長い通用期間の定期代相当

額を全額支給 

・乗用車等を使用する場合、

使用距離に応じて2,000円～3

8,400円 

同 じ          千円  

2 , 7 7 0  

         円  

1 1 8 , 8 1 0  

単身赴任 手

当  

・官署を異にする移動等に伴

い転居し、やむを得ない事情

により配偶者と別居し、単身で

生活する事を常況とする職員

等に支給 

同 じ          千円  

0  

         円  

0  

休日出勤手

当  

・休日における正規の勤務時

間中に勤務する事命ぜられた

職員に支給 

同 じ          千円  

1 0 1  

         円  

2 5 , 2 7 0  

夜間勤務手

当  

・正規の勤務時間として深夜

に勤務する職員に支給 

同 じ          千円  

0  

         円  

0  

宿日直手当  ・宿日直勤務を命ぜられた職

員が勤務した場合に支給 

同 じ          千円  

0  

         円  

0  

管理職手当  ・管理又は監督の地位にある

職員のうち、官職応じて 

37,000円～82,200円/月 

同 じ          千円  

2 , 9 9 1  

         円  

5 9 8 , 2 2 0  

管理職員 特

別勤務手 当  

・臨時又は緊急の必要等によ

り平日深夜及び、週休日又は

祝日法による休日若しくは年

末年始の休日等に勤務した場

合に支給。官職に応じて4,000

円～12,000円/回 

同 じ          千円  

5 2  

         円  

1 0 , 4 0 0  

 


